
- 1 -

ＴＰＰをめぐる状況等について 参 考

１ ＴＰＰをめぐる状況等について
（１）国の動き

○23年11月11日 野田前首相がＴＰＰ交渉参加に向けた関係国との協議入りを表明
※11月13日のＡＰＥＣ首脳会議で正式表明

○25年２月23日 日米首脳会談で共同声明を発表
○25年３月15日 安倍首相がＴＰＰ協定交渉への参加を表明
○25年４月５日 ＴＰＰ政府対策本部を設置
○25年４月18、19日 衆参農林水産委員会でＴＰＰ協定交渉参加に関する決議を採択

（２）ＴＰＰ交渉参加国による交渉経過等
22年３月に第１回交渉会合（豪州）が開催。我が国は25年７月の第18回交

渉会合（マレーシア）から交渉に参加し、以降、次のとおり各種会合が開催。
○25年７月 第18回ＴＰＰ交渉会合(マレーシア)※我が国が正式に交渉参加。
○25年８月 第19回ＴＰＰ交渉会合(ブルネイ)
○25年10月 交渉会合（インドネシア・バリ）
○25年12月 閣僚会合（シンガポール）
○26年２月 閣僚会合（シンガポール）
○26年４月 日米首脳会談（東京）
○26年５月 首席交渉官会合（ベトナム）
○26年５月 閣僚会合（シンガポール）
○26年７月 首席交渉官会合（カナダ）
○26年９月 首席交渉官会合（ベトナム）
○26年９月 日米閣僚協議（ワシントン）
○26年10月 首席交渉官会合（豪・キャンベラ）
○26年10月 閣僚会合（豪・シドニー）
○26年10月 首席交渉官会合（豪・シドニー）
○26年11月 交渉会合（中国・北京）
○26年12月 首席交渉官会合（米・ワシントン）
○27年１月 首席交渉官会合（米・ニューヨーク）
○27年３月 首席交渉官会合（米・ハワイ）
○27年４月 日米閣僚協議（４月19日～21日、東京）
○27年４月 首席交渉官会合（４月23日～26日、米・ワシントン近郊）
○27年４月 日米首脳会談（４月28日、米・ワシントン）
○27年５月 首席交渉官会合（５月16日～25日、米・グアム）
○27年６月 米国で大統領貿易促進権限（ＴＰＡ）法が成立
○27年７月 首席交渉官会合（米・ハワイ）
○27年７月 閣僚会合（米・ハワイ）［閣僚声明］

・７月28日から31日までの４日間開催。
○27年９月 首席交渉官会合（米・アトランタ）
○27年９月 閣僚会合（米国・アトランタ）

・９月30日から10月５日まで６日間開催し、大筋合意。

ＴＰＰ参加国：日本､米国､カナダ､メキシコ､チリ､ペルー､オーストラリア､ニュージーランド､

シンガポール､マレーシア､ベトナム､ブルネイ
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（３）道の取組

① 庁内外の体制整備
○ ＴＰＰに関する情報共有と対応などを協議するため、庁内に｢北海道ＴＰ
Ｐ協定対策本部」（本部長：知事）を設置｡（23年11月設置、３回開催）

○ 関係する22団体で情報を共有し、緊密な連携を図りながら対応するため、
「北海道ＴＰＰ問題連絡会議」を設置。（24年１月設置、７回開催）

○ ＴＰＰ政府対策本部や関係省庁などの情報を積極的に収集するため、東京
事務所と総合政策部に職員を増員し体制を強化。（25年５月）

② 情報の提供等
○ 道民の理解を促進するため、懸念される本道への影響や道、関係団体、各
振興局管内における取組などについて、ホームページ（23年９月開設）など
により情報を発信。（随時）

○ 市町村や団体が開催する学習会等に職員を派遣し、情報提供や説明を実施。
（39回､延べ約3,000名出席）

○ 交渉会合の現地へ職員を派遣し、関係団体とともに情報収集。（１０回）

③ 中央要請等
道としては、交渉に当たり、国会決議を遵守し、毅然とした姿勢を貫くと
ともに、国民への十分な情報提供と説明を行い、本道の農林水産分野におけ
る重要品目の関税を維持するなど、北海道の農林水産業の持続的な発展が図
られるよう、万全な対応を行うことを、国に対して要請を実施。

○26年 ・道及び関係18団体､北海道農業･農村確立連絡会議による要請(4/17)
・国の施策及び予算に関する提案･要望（7/29）
・北海道･東北６県による要請(8/7)
・北海道･北東北知事サミット提言(9/11)
・北海道･東北６県による要請(11/6)
・国の施策及び予算に関する提案･要望（11/18）

○27年 ・国の施策及び予算に関する提案･要望（1/8）
・道及び関係18団体､北海道農業･農村確立連絡会議による要請(3/3)
・国への提言(3/3)
・道及び関係18団体､北海道農業･農村確立連絡会議による要請(7/6)
・北海道･東北６県による要請(7/6)
・甘利大臣など政府関係者や関係国会議員への要請（7/29,30）
・全国知事会による緊急要請（7/29,30）


